
 

物価高騰対応地方創生臨時交付金活用事業 

 

【国推奨事業メニュー（追加）分：交付限度額６７，１９５千円】 

№ 
事業名 

（予算事業名） 
事業概要 

歳出予算額 

（千円） 
担当課 

1 

物価高騰対

応省エネ家

電買換促進

事業 

（同上） 

エネルギー・物価高騰の影響を受ける

中、家庭におけるエネルギー費用負担の

軽減を図るとともに、未来に向けた省エ

ネ化・脱炭素化を促進することを目的と

して、省エネ効果が高い家電製品へ買い

換えようとする市民に対し、補助金を電

子地域通貨「ＩＳＥＣＡ」で交付するも

の 

〇補助額 

 1世帯当たり上限 20,000円×2,000世

帯＝40,000千円 

〇受付開始予定時期 

令和７年８月中旬 

44,354 ＧＸ推進課 

2 

物価高騰対

応水稲次期

作高騰対策

助成金事業 

（同上） 

主食水稲生産者に対し、物価高騰の影

響による生産意欲の減退や耕作放棄、離

農等を防ぎ、経営安定及び健全な発展を

図り、新規需要米を含む水稲の次期作支

援を目的として令和８年度産の水稲作

付経費を助成するもの 

〇助成額 

 86,999a×3,500円/10a≒ 30,450千円 

〇受付開始予定時期 

令和７年９月上旬以降 

30,478 農政課 

3 

物価高騰対

応ひとり暮

らし高齢者

等支援事業

（同上） 

防犯意識の高まりを踏まえ、物価高騰

の影響を受けている高齢者に対し、家庭

用防犯カメラ及び録画機能付きインタ

ーホンの購入費等の一部を助成するも

の 

〇補助額 

20,000円×300 件＝6,000千円 

〇受付開始予定時期 

 令和７年８月中旬 

6,033 高齢政策課 

資 料 

  



4 

物価高騰対

応介護サー

ビス事業所

支援助成金

事業 

（同上） 

市内の介護サービス事業所に対し、物

価高騰等の影響を緩和し、サービス提供

継続のための支援金を交付するもの 

〇補助額 

・入所系・短期入所系 100,000 円×88

事業所＝8,800千円 

・通所系 50,000 円×116 事業所＝

5,800千円 

・訪問系 30,000 円×210 事業所＝

6,300千円 

〇受付開始予定時期 

 令和７年７月中旬 

20,946 介護保険課 

5 

物価高騰対

応障害者施

設等支援助

成金事業 

（同上） 

市内の障害者施設等に対し、物価高騰

等の影響を緩和し、サービス提供継続の

ための支援金を交付するもの 

〇補助額  

・入所系 100,000 円×41 事業所＝

4,100千円 

・通所系・地域生活支援事業 50,000円

×200 事業所＝10,000千円 

・訪問系・相談支援 30,000 円×84 事

業所＝2,520千円 

〇受付開始予定時期 

 令和７年７月中旬 

16,620 障害福祉課 

国推奨事業メニュー（追加）分 計 

（財源 交付金 67,195千円 一般財源 51,236千円） 
118,431  

 


